
労働局、労働基準監督署、ハローワークの相談窓口  

このたびの平成30年７月豪雨を受け、雇用・労働関係では、次のような各種支援を行っています。 

岐阜・京都・兵庫・岡山・広島・愛媛労働局および管内のハローワークに「豪雨被害特別相談窓口」
を設置し、被災した事業主の方々に対し、各種助成金の相談にお応えしています。 

平成30年７月豪雨に伴う各種支援のご案内 

被災された事業主の方へ 厚生労働省 

１ 助成金の支給申請など、雇用の安定のための相談窓口  

労働条件や労災補償などに関する相談窓口 

災害を受けて事業の休業などを行わざるを得ない場合  

事業自体の休業に伴い、労働者を休業させるときには、雇用調整助成金や、雇用保険制度の特別措置も
ご活用いただくことにより、できるだけ労働者の不利益を回避するよう努力することが大切です。豪雨
による影響で休業する場合の手当の支払や派遣労働に関する労働相談などについてＱ＆Ａをまとめまし
たので、参考にしてください。→詳しくは、最寄りの労働基準監督署（派遣労働に関しては都道府県労働局の需給調整

事業担当）にお問い合わせいただくか、厚生労働省のホームページをご覧ください。
(http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000122746.html） 

休業する場合の手当の支払いや派遣労働に関するＱ＆Ａ 

休業手当を支払った場合は、雇用調整助成金を利用できます 

失業給付について、従業員にお知らせください 

平成30年７月19日版 

平成30年7月豪雨による「経済上の理由」（例：損壊した施設設備等の修理に必要な修理業者の手配や
部品の調達が困難等）により事業活動の縮小を余儀なくされた事業所の事業主が、労働者と事前に結ん
だ労使間の協定に基づく休業を行い、その休業についての手当を支払えば、雇用調整助成金を利用でき
ます。→ 詳しくは、労働局または最寄りのハローワークにお問い合わせいただくか、厚生労働省のホームページをご覧く

ださい。（https://www.mhlw.go.jp/content/10600000/000334363.pdf） 

災害救助法の適用地域内に所在地がある事業所が、災害により事業を休止・廃止したために、一時的
に離職した労働者については、事業再開後の再雇用が予定されている場合であっても、失業給付を受
給できます。→要件を満たす方が対象となります。また、本特別措置を受けた方については、再度離職した際の失業給付

の給付日数等に影響する場合があります。詳しくは、最寄りのハローワークにご相談ください。 

岐阜・京都・兵庫・岡山・広島・愛媛労働局および管内の労働基準監督署に「豪雨被害特別相談窓

口」を開設し、労働条件、安全衛生、労働保険、労災補償などに関する相談にお応えしています。 

各種助成金の支給申請  

平成30年7月豪雨を理由にハローワーク等に行くことができず、期限内に各種助成金の支給申請がで
きない場合、後日、理由を添えて申請することができます。→ 詳しくは、労働局又は最寄りのハローワ
ークへお問い合わせください。 

岡山・広島・愛媛労働局の新卒応援ハローワークに「被災学生等特別就職相談窓口」を設置し、被災
により、計画どおりの新卒採用を行うことが困難である事業主などに対する相談にお応えしています。 

豪雨の影響を受けた事業主の新卒採用に関する相談窓口 
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→詳しくは、独立行政法人 勤労者退職金共済機構（電話03-6907-1234（中退共）、03-6731-2831（建退

共）、03-6731-2887（清退共、林退共）、03-6731-2945（財形持家融資） 9:00‐17:15（土日祝日は

除く））にお問い合わせいただくか、独立行政法人  勤労者退職金共済機構ホームページ

（http://www.taisyokukin.go.jp/）をご覧ください。 

中小企業退職金共済制度・勤労者財産形成持家融資の特例措置  

独立行政法人 勤労者退職金共済機構が行っている中小企業退職金共済制度（中退共）の掛金の納付期限延
長等や財形持家融資の返済期間猶予等の特例措置を設けています。 

詳しくは、最寄りの都道府県労働局・労働基準監督署・ハローワークにお問い合わせください。 

厚生労働省のホームページでも、関連情報をお伝えしています。（ http://www.mhlw.go.jp/ ） 

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署・ハローワーク 

労働保険料、障害者雇用納付金等の納付期限延長・猶予  

→詳しくは、労働保険料等については最寄りの労働局か労働基準監督署へ、障害者雇用納付金等については独立行政法人 高齢・
障害・求職者雇用支援機構へお問い合わせください。   

岡山県、広島県、山口県及び愛媛県の一部地域に所在地がある事業主などについて、労働保険料、障害
者雇用納付金などの申告・納付期限等を一律に延長します。 

１ 岡山県、広島県、山口県及び愛媛県の一部地域（※）に所在地がある事業主等  

岡山県、広島県、山口県及び愛媛県の一部地域外に所在地がある事業主であっても、このたびの災害によ
って事業財産に相当の損失を受け、労働保険料、障害者雇用納付金などを納付することが困難となった場
合には、個別に納付の猶予措置を受けることができます。 

２ 岡山県、広島県、山口県及び愛媛県の一部地域（※）外に所在地がある事業主等  

（※） 岡山県  岡山市北区及び東区、倉敷市真備町、笠岡市、井原市、総社市、高梁市、小田郡矢掛町 
      広島県  広島市安芸区、呉市、竹原市、三原市、尾道市、東広島市、江田島市、安芸郡府中町、安芸郡海田町、 
         安芸郡熊野町、安芸郡坂町 
      山口県  岩国市周東町 
            愛媛県  宇和島市、大洲市、西予市 

 熱中症予防対策に取り組みましょう 
  ・ こまめな休憩や、連続して作業する時間の短縮 
  ・ 定期的な水分・塩分の補給 
  ・ ためらわずに、早めに医療機関にかかる 
 など リーフレットURL https://www.mhlw.go.jp/houdou/2009/06/dl/h0616-1b.pdf 

休憩！ 


